
ふくしま産業活性化企業立地促進補助金交付要綱 

 

（制  定 令和２年４月２０日） 

（一部改正 令和３年３月１７日） 

（一部改正 令和３年８月１１日） 

（一部改正 令和６年８月 ５日） 

（一部改正 令和７年１月 １日） 

（一部改正 令和７年８月 ４日） 

 

（趣旨）  

第１条 県は製造業等の民間企業（以下「企業」という。）の投資活動を促進させ、もって

本県経済の活性化と雇用機会の拡大を図るため、将来性・成長性が見込まれるとともに、

地域経済への波及と地域振興への貢献が期待される県内に立地する企業に対し、予算の

範囲内で、ふくしま産業活性化企業立地促進補助金（以下「補助金」という。）を交付す

る。その交付等に関しては、補助金に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年

法律第 179 号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律施行令（昭和 30 年制令第 255 号。以下「適正化法施行令」という。）、福島県補助金

等の交付等に関する規則（昭和 45 年福島県規則第 107 号。以下「規則」という。）及び

この要綱の定めるところによる。 

 

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。  

 (1) 新設 

   県内に第４条に定める指定を受けた日から３年以内に新たに事業の用に供する工

場・研究所又は設備（以下「工場等」という。）を設置し、操業開始することをいう。 

 (2) 増設  

   既に県内に工場等を有する企業が、第４条に定める指定を受けた日から３年以内に

新たに工場等を設置し、操業開始することをいう。  

 (3) 製造業 

   日本標準産業分類（平成 25 年総務省告示第 405 号）に掲げる大分類項目の製造業に

分類される産業をいう。 

 (4) 工場 

   製造業の用に供される施設をいう。 

 (5) 研究所  

   日本標準産業分類において製造業、自然科学研究所に分類される産業が設置する研



究施設をいう。 

 (6) 物流施設 

   日本標準産業分類に掲げる道路貨物運送業、外航海運業、沿海海運業、航空運輸業、

倉庫業、港湾運送業、貨物運送取扱業又は卸売業を営む者が、自ら使用するために建設

する倉庫、配送センター又は流通に伴う簡易な加工を行う事業場（以下「流通加工場」

という。）及び製造業又は小売業を営む者が自ら使用するために建設する倉庫、配送セ

ンター又は流通加工場であって、工場若しくは店舗に併設されていないもの。 

 (7) 次世代自動車関連産業投資企業 

   次世代自動車に関する構成部品や要素技術の参入等に対応するための投資を行おう

とする企業をいう。 

 (8) 成長産業投資企業 

   再生可能エネルギー関連産業、医療機器関連産業、ロボット関連産業、航空宇宙関連

産業に係る投資を行おうとする企業をいう。 

（9） カーボンニュートラルの実現に資する投資を行う企業 

国のグリーン成長戦略の 14 分野のうち、カーボンニュートラルの実現に資する投資

を行おうとする企業をいう。 

(10) コールセンター、データセンター又はそれに類似している業種 

  ア 日本標準産業分類に掲げるコールセンター業、情報サービス業又はインターネッ

ト付随サービス業の用に供される施設に係る投資を行おうとする企業をいう。 

  イ 日本標準産業分類に掲げる映像・音声・文字情報制作業、技術サービス業（他に分

類されないもの）、広告業又はその他の事業サービス業を営む者がデジタルコンテン

ツを制作する施設に係る投資を行おうとする企業をいう。 

(11) 投下固定資産額 

   地方税法第 341 条に規定する固定資産のうち工場等において当該業務の用に供する

ものの取得価格の合計額（消費税及び地方消費税を除く。）をいう。ただし、投下固定

資産額において当該業務の用に供するものとそれ以外のものとが区別しがたいときは、

適切な比率をもって按分するものとする。なお、割賦払に係るもので所有権移転をする

ものについては、その全額を資産として含むものとする。 

(12) 新規地元雇用者 

   企業が、補助金の補助率適用の基準となる起算日（以下「起算日」という。）以降、

要綱第 11 条で定める実績報告書を提出する日までに新設又は増設に伴って当該工場等

で勤務することを前提として採用した直接雇用する社員のうち、県内に住所を有し、勤

務する者をいう。なお、当該工場等で勤務するため、県外から県に住所を移転した直接

雇用する社員としての転入雇用者を含むものとする。  

(13) 地域活性化等枠 

   企業誘致に関する独自の優遇制度を有する市町村でかつ、以下のいずれかに該当す

る地域において工場等を新設又は増設する企業、又は IoT 関連機器など省力化を目的



とした機器を導入する企業に対して補助金を交付する場合をいう。 

  ア 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭 

和３７年法律第８８号）第２条第１項に定める地域。 

  イ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）第２条

第１項に定める地域（同法第３条、同法第４１条から第４３条の規定により過疎地域

とみなされる区域を含む）。 

  ウ 福島県市町村振興基金貸付規則（昭和６３年規則第３０号）第２条第３項に定める

準過疎地域振興枠に区分される地域。 

  エ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２項に定める特別豪

雪地帯として指定した地域。 

 

（補助対象企業） 

第３条 補助金の交付の対象となる企業（以下「補助対象企業」という。）は、工場等を新

設又は増設する次のいずれかに該当する企業であって、知事が指定した企業（以下「指定

企業」という。）とする。ただし、補助対象企業が設立した企業、株式の大部分を所有す

る又は連結決算を行う企業等、密接な関係があると認められる企業については、同一企業

と見なす。 

 (1) 製造業のうち第２条(7)に定める次世代自動車関連産業投資企業、同条(8)に定める成

長産業投資企業及び同条(9)に定めるカーボンニュートラルの実現に資する投資を行う

企業の各関連産業業種 

 (2) 平成 29 年 6 月 2 日付け企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活

性化に関する法律の一部を改正する法律による改正前の企業立地の促進等による地域

における産業集積の形成及び活性化に関する法律（平成 19 年法律第 40 号）第５条に

定める指定集積業種（以下「指定集積業種」という。）のうち製造業及び研究所を設置

する業種 

 (3) 第２条(6)に定める物流施設を設置する業種 

 (4) コールセンター、データセンター又はそれに類似する業種 

 (5) 知事が特に認める企業 

 

（補助対象企業の指定）  

第４条 前条の規定による指定を受けようとする企業は、原則として工場等の建設工事に 

着手する前に、ふくしま産業活性化企業立地促進補助金対象企業指定（変更）申請書（第

１号様式）に次に掲げる書類を添えて知事に提出し、補助対象企業として知事の指定を受

けなければならない。  

 (1) 立地予定位置図（２万５千分の１又は５万分の１の地形図）  

 (2) 工場等の主要施設の配置計画図（500 分の１程度の縮尺による図面）  

 (3) 定款及び沿革を明らかにした書類 



 (4) 登記事項証明書 

 (5) 最近３年間における決算報告書（貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、販売費

及び一般管理費明細書を含むもの）  

(6) 暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約書・同意書（第１号参考様式） 

 (7) 役員等一覧（第２号参考様式） 

 (8) その他知事が必要と認めるもの 

２ 補助事業を共同で実施しようとする企業は、前項の指定（変更）申請を共同でしなけれ

ばならない。 

３ 知事は、第１項の規定による申請があった場合は、第１条の趣旨並びに第３条及び別表 

の基準に合致する企業かどうか審査した上で補助対象企業として指定し、通知するもの

とする。  

４ 知事は、補助対象企業に対し、必要に応じて、事業計画の内容について報告を求めるこ

とができる。 

５ 第 3 項による指定を受けた企業は、第１項に規定する補助金対象企業指定申請書の内

容について、補助金の対象となる経費が１０％を超えて増減する場合又は工事等の日程

の変更がある場合については、ふくしま産業活性化企業立地促進補助金対象企業指定（変

更）申請書（第１号様式）により変更申請しなければならない。 

 

（指定の取消し等）  

第５条 知事は、指定を受けた企業が次の各号のいずれかに該当すると認めた場合は、指定

を取り消すことができる。  

 (1) 虚偽の申請その他の不正行為により指定を受けたとき。 

 (2) 規則又はこの要綱に違反する行為があったとき。 

 (3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第

2 号及び福島県暴力団排除条例（平成 23 年福島県条例第 51 号）に規定する暴力団又は

暴力団員、若しくは暴力団の構成員でなくなった日から 5 年を経過しない者が経営、 

運営に関係していると認められるとき。 

２ 補助対象企業が、指定を受けてから３年以内の操業開始が見込めない場合は、指定を取

り消すものとする。ただし、いずれの場合も知事がやむを得ないと事前に認めた場合は、

この限りではない。 

 

（補助対象経費）  

第６条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、投下固定資産

額（土地購入費を除く。）及びこれと合わせて実施する付帯工事費（土地造成費を除く。）

とする。  

 

 



（交付要件等）  

第 7 条 補助金の交付要件等は、別表のとおりとする。 

 

（指定の承継）  

第８条 合併、その他特別な理由により、指定企業から補助金の交付対象となった事業を承

継した企業は、補助対象企業の指定を承継することができる。  

２ 前項の規定により指定の承継を受けようとする企業は、当該事業を承継した日から 30 

日以内に、ふくしま産業活性化企業立地促進補助金指定承継申請書（第２号様式）に承継

を証する書類を添えて知事に提出しなければならない。  

３ 知事は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、別表に合致するかどうか審査

した上で承認し、通知するものとする。 

 

（補助金交付申請の様式等） 

第９条 規則第４条第１項の申請書は、ふくしま産業活性化企業立地促進補助金交付申請

書（第３号様式）によるものとし、その提出時期は、原則として、補助対象企業として指

定を受けた会計年度末までとする。 

２ 規則第４条第２項第２号に規定する添付すべき書類は、次のとおりとする。 

 (1) 取得する固定資産の明細書 

 (2) その他知事が必要と認める書類 

３ 申請書及び申請書に添付すべき書類の部数は、１部とする。 

４ 補助金の交付申請を行う企業は、申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び

地方消費税相当額のうち、仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税

相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）及び地方税法の規定により仕入に係

る消費税及び地方消費税額として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をい

う。以下同じ。）を減額して交付の申請をしなければならない。ただし、申請時において

当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないときは、この限りでない。 

５ 知事は、第１項の規定による申請書の提出があった場合は、審査の上、交付決定を行う

ものとする。  

６ 前項の規定による補助金の交付は、知事の指定する期間内に分割して交付を行うこと

ができる。 

７ 第５項の規定による補助金の交付は、補助金対象企業が第３条に該当していることを

確認した上で行う。 

８ 第６項の規定による分割交付期間中に補助金対象企業が会社更生法・民事再生法の申

請を行った場合は、当該年度以降の補助金交付を停止し、知事の指示を受けなければなら

ない。 

 

 



（交付の条件等） 

第 10 条 指定企業は、規則第６条第１項の規定に基づき補助事業（補助金の交付の対象と

なる事業をいう。以下同じ。）の計画内容及び補助対象経費の総額を変更しようとすると

き又は補助事業を中止し若しくは廃止しようとするときは、あらかじめ、ふくしま産業活

性化企業立地促進補助金変更（中止・廃止）承認申請書（第４号様式）を知事に提出し、

その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りではない。 

２ 規則第６条第１項第１号及び前項ただし書きに規定する軽微な変更は、次のとおりと

する。 

 (1) 補助事業に要する経費（補助対象経費に限る。）の１０％以内の減額 

 (2) 事業計画の細部を変更する場合 

３ 規則第６条第１項第５号に規定する別に定める事項は、次のとおりとする。 

 (1) 規則及びこの要綱の定めに従うべきこと。 

４ 知事は第１項の承認をする場合においては、必要に応じ交付決定の内容を変更し又は

条件を付すことができる。 

 

（補助金実績報告書の様式等） 

第 11 条 規則第 13 条第１項の実績報告書は、ふくしま産業活性化企業立地促進補助金実 

績報告書（第５号様式）によるものとし、その提出時期は、原則として、操業を開始した

日の属する会計年度の次年度末までとする。 

２ 規則第 13 条第１項及び第２項に規定する添付すべき書類は、次のとおりとする。 

 (1) 工場等概要説明書（敷地面積、建築面積、緑地面積、生産品目、業種分類、従業員数） 

 (2) 工場等の配置図 

 (3) 新規地元雇用者を証する書類 

 (4) 工場等の完成写真 

 (5) 固定資産の取得に要する費用が確認できる書類（売買契約書、工事委託契約書、見積

書、領収書の写し等） 

 (6) その他知事が必要と認める書類 

３ 実績報告書及び実績報告書に添付すべき書類の部数は、１部とする。 

４ 補助金の実績報告を行う企業は、報告をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び

地方消費税相当額のうち、仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税

相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）及び地方税法の規定により仕入に係

る消費税及び地方消費税額として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をい

う。以下同じ。）を減額して実績報告をしなければならない。ただし、実績報告時におい

て当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないときは、この限りでな

い。 

５ 知事は、第１項の規定による実績報告書の提出があった場合は、審査の上、補助金額を

確定し、通知するものとする。 



 

（申請の取下げ）  

第 12 条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受領した日

から起算して１０日を経過した日とする。 

 

（補助金の交付の請求）  

第 13 条 第 11 条第 5 項の規定による補助金額確定通知を受けた企業は、ふくしま産業活

性化企業立地促進補助金交付請求書（第６号様式）を速やかに知事に提出しなければなら

ない。  

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）  

第 14 条 補助金の交付を受けた企業は、補助事業終了後に消費税及び地方消費税の申告に

より補助金に係る消費税及び地方消費税額が確定した場合には、ふくしま産業活性化企

業立地促進補助金に係る消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書（第７号様式）に

より速やかに知事に報告しなければならない。  

２ 知事は、前項に定める報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額

の全部又は一部の返還を命ずるものとする。  

 

（事業の承継）  

第 15 条 合併、その他特別な理由により、補助金の交付を受けた企業から補助対象となっ

た工場等を承継しようとする企業は、あらかじめ、ふくしま産業活性化企業立地促進補助

金事業承継申請書（第８号様式）を知事に提出し、知事の承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、第１条の趣旨並びに第３条及

び別表の基準に合致するかどうか審査した上で承認し、通知するものとする。 

  

（事業休止等の届出）  

第 16 条 補助金の交付を受けた企業は、補助金の交付後５年以内（第９条第６項の規定に

より分割して補助金の交付をすることとしたときは、最終回の補助金交付後５年以内）に

補助金の交付対象となった工場等の操業を休止し、又は廃止するときは、事前にふくしま

産業活性化企業立地促進補助金操業休止（廃止）届（第９号様式）を知事に提出して、そ

の指示を受けなければならない。 

 

（交付の取消し等）  

第 17 条 知事は、補助金の交付を受けた企業が次の各号のいずれかに該当すると認めた場

合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、及び既に交付した補助金の全部又は

一部の返還を命ずるものとする。 

 (1) 偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき。 



 (2) 本補助金の交付条件に違反したとき。 

 (3) 補助金の交付後５年以内（第９条第６項の規定により分割して補助金の交付をするこ

ととしたときは、最終回の補助金交付後５年以内）に操業を休止し、又は廃止したとき。

ただし、次に掲げる場合を除く。 

  ア 企業経営の悪化等により倒産した場合等で、既に当該補助金の全部又は一部の交

付を受けているとき。 

  イ 知事が特にやむを得ないと認めた場合  

 (4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第

１項第 2 号及び福島県暴力団排除条例（平成 23 年福島県条例第 51 号）に規定する暴

力団又は暴力団員等若しくは暴力団の構成員でなくなった日から 5 年を経過しない者

が経営、運営に関係しているとき。 

 

（財産の処分の制限） 

第 18 条 規則第１８条第１項ただし書きに規定する別に定める財産の処分の制限を受ける

期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）別表に

定める期間とする。 

２ 県は、補助金の交付を受けた企業が前項の規定による期間内に取得財産等を処分した

場合は、企業に対し、その収入の全部又は一部に相当する金額の納付を命じることができ

るものとする。 

 

（会計帳簿等の整備等）  

第 19 条 補助金の交付を受けた企業は、補助事業の収支状況を記載した会計帳簿その他の

書類を整備し、補助金を交付した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間（第 9

条第６項の規定により分割して補助金の交付をすることとしたときは、最終回の補助金

を交付した日の属する会計年度の翌年度から起算して 5 年間）保存しておかなければな

らない。  

 

（その他）  

第 20 条 この要綱で定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定

める。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月２０日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和３年３月１７日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和３年８月１１日から施行する。 



附 則  

この要綱は、令和６年８月５日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和７年１月１日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和７年８月４日から施行する。 

 

  



別表（第４条、７条、８条、13 条） 

区 分 要 件 

１ 交付要件 

 

 次の表の左欄に掲げる投下固定資産額ごとにそれぞれ同表の右欄

に掲げる新規地元雇用者数とする。 

投下固定資産額  １億円以上 新規地元雇用者数  5 人以上 

投下固定資産額  10 億円以上 新規地元雇用者数   8 人以上 

投下固定資産額  30 億円以上 新規地元雇用者数  10 人以上 

投下固定資産額  50 億円以上 新規地元雇用者数  50 人以上 

  

 第２条(13)に定める地域活性化等枠の対象となる企業においては、

次の表の左欄に掲げる投下固定資産額ごとにそれぞれ同表の右欄に

掲げる新規地元雇用者数とする。 

投下固定資産額 ５千万円以上 新規地元雇用者数  ３人以上 

投下固定資産額  10 億円以上 新規地元雇用者数  ４人以上 

投下固定資産額  30 億円以上 新規地元雇用者数  ５人以上 

投下固定資産額  50 億円以上 新規地元雇用者数  10人以上 

 

 第２条(10)に定める業種においては、次の表の左欄に掲げる投下固

定資産額に対し同表の右欄に掲げる新規地元雇用者数とする。 

投下固定資産額 １千万円以上 新規地元雇用者数  3 人以上 

 

 この要件の範囲内において、知事が特に必要と認める場合には、そ

の投下固定資産額に対する新規地元雇用者数の値を緩和することが

できるものとする。 

２ 補助率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 補助率の上限は、次の表の左欄に掲げる投下固定資産額ごとにそれ

ぞれ同表の右欄に掲げる数値以内とする。 

区 分 新 設 増 設 

投下固定資産額    １億円以上 

（地域活性化等枠においては５千万円以上） 
   10％     ５％ 

投下固定資産額    10 億円以上    15％ 
   10％  

投下固定資産額    50 億円以上     20％ 

   

第２条(7)に定める次世代自動車関連産業投資企業、同条(8)に定め

る成長産業投資企業及び同条(9)に定めるカーボンニュートラルの実

現に資する投資を行う企業に該当する企業においては、次の表の左欄

に掲げる投下固定資産額ごとにそれぞれ同表の右欄に掲げる数値以



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内とする。 

区 分 新 設 増 設 

投下固定資産額   １億円以上 

（地域活性化等枠においては５千万円以上） 
   15％    10％ 

投下固定資産額   10 億円以上    20％ 
   15％ 

投下固定資産額   50 億円以上 25％ 

 

 第２条(10)に定める業種においては、次の表の左欄に掲げる投下固

定資産額に対し同表の右欄に掲げる数値以内とする。 

区 分 新 設 増 設 

投下固定資産額   1 千万円以上    10％    ５％ 
 

３ 補助限度額  一つの補助対象事業に対する補助金は、５億円を限度とする。 

 要綱第２条(10)に定める業種においては、３億円を限度とする。 

 


